












6【GI基金】 アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発 22年10月11日

組織内体制図

1．コミットメントへの取組状況／イノベーション推進体制

機動的に経営資源を投入し、着実に社会実装まで繋げられる組織体制を整備

グリーン技術チーム

長澤 仁志 代表取締役社長
（事業にコミットする経営者）

河野 晃
専務執行役員/エネルギー輸送本部長

小山 智之
専務執行役員/技術本部長

工務グループ

GI基金推進WGグリーンビジネス第二チーム

その他関係グループと連携してプロジェクトを推進

グリーンビジネスグループ

＜研究開発責任者＞
中村 利 執行役員

経営資源の投入

• 実施体制の柔軟性確保
– 事業計画（含む要員計画）に基づき実施体制を整備する。
– 事業進捗遅延・外部環境の変化等に対しては、外部人材の登用を
含む人員調整により対応。

• 資金の投入
– 経営会議等を通じてR&D開発費用を確保。
– ESG経営へのトップコミットメントにおいて、本事業を「中長期的に資
源を投入するもの」として位置付けた。

• GI基金事業の推進体制

• 専門部署の設置
– 2019年4月に設置されたグリーンビジネスグループが本事業を管掌。
代替燃料関連事業の一環として、本事業に取り組む。

• 若手人材の育成
– 若手・中堅社員がプロジェクトマネジメントを担当。
– 社内外への情報発信についても、若手・中堅社員の主体的な取り
組みをサポートする。

– 今後の事業運営に活かすため、本事業を通じ、カーボンニュートラル
による当社の事業構造転換を学ぶことができるよう、人材育成の観
点から若手・中堅社員を支援する。

専門部署の設置
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市場機会及び社会・顧客・国民等に与えるインパクト 当該変化に対する経営ビジョン

海運

●市場機会：
海運のゼロエミ化実現には代替燃料の導入・普及が必須。
荷主のサービス選定基準が変化し、海上輸送における新た
な事業機会が創出される。
●社会・顧客・国民等に与えるインパクト：
次世代船舶の社会実装により、地球温暖化防止に貢献。
Sustainableな物流インフラを確保する。

• 船舶産業のバリューチェーンの一翼を担う海運会社として、2050年までに
ネットゼロエミ達成の目標を策定済。

• 技術・経済性・環境の３点において国際競争力のある船舶を開発・運
航することで、Sustainableな海上輸送サービスを提供する。持続的
な輸送事業を通じて日本の海事クラスターの更なる技術開発・効率改
善に寄与する。

造船

●市場機会：
環境規制が一段と厳しくなり、老齢船は市場から淘汰され
るため、リプレース需要取り込みによる新造船の受注機会
は増大する。
●社会・顧客・国民等に与えるインパクト：
次世代船舶の社会実装により、地球温暖化防止に貢献
する。

• 世界に遅れをとることなく、グリーンイノベーション技術を獲得し、国際競争
に打ち勝てる次世代船舶を開発し、海事クラスターのゼロエミ化に積極
的に取り組んでいく。

舶用工業
●市場機会：
環境規制が一段と厳しくなり、代替燃料が利用可能なエン
ジン需要が拡大する。
●社会・顧客・国民等に与えるインパクト：
次世代エンジンの社会実装により、地球温暖化防止に貢
献する。

• （ジャパンエンジン・IHI原動機）海外ブランドに対抗・差別化した国際
競争に打ち勝てる国産アンモニア燃料エンジンを開発し、市場投入・安
定供給を図り、海事クラスターのゼロエミ化に積極的に取り組んでいく。

• （ジャパンエンジン）国内エンジンメーカーにライセンスを供与することによ
り、国内エンジンメーカーの活性化、延いては、国内海事産業の発展にも
寄与する。

• （ジャパンエンジン）国内先行者利益を確保した後は、自社工場をマ
ザー工場とした、海外への技術移転による、更なる普及拡大も視野。

（2ストロークエンジン）

（4ストロークエンジン）

2．経営を取り巻く状況／産業構造変化に対する認識

GHG排出削減の国際的気運の高まりにより、グリーン関連海事産業が急拡大すると予想

コンソーシアム共通
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